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注１：【NTT東日本】ISP料金（ぷらら）、屋内配線利用料、回線終端装置利用料を含む。2008年３月まではBフレッツ・ハイパーファミリータイプ、2008年３月からフレッツ・光ネ
クストファミリータイプの料金（2012年３月からはにねん割適用料金）。

注２：【NTT西日本】ISP料金（ぷらら）、屋内配線利用料、回線終端装置利用料を含む。2005年２月まではBフレッツ・ファミリー100タイプ、2005年３月からはフレッツ・光プレミ
アムファミリータイプ、2008年３月からフレッツ・光ネクストファミリータイプの料金（2012年11月まではあっと割引適用料金、2012年12月からは光もっともっと割適用料

金）。
注３：【KDDI】ISP料金（au one net）、端末設備使用料、HGWレンタル料を含む。2006年12月までは東京電力のTEPCOひかり・ホームタイプ、2007年１月からKDDIのひかり

one、2008年10月からはギガ得プラン、2015年３月からはずっとギガ得プランの料金。
注４：【オプテージ】ISP料金、回線終端装置使用料を含む。 eo光ネット（ホームタイプ）100Mコース（2005年７月eoホームファイバーから改称）の料金（即割適用料金）。
注５：【So-net】ISP料金（so-net）、端末設備使用料、モデム使用料を含む。NURO光の料金（2年継続契約）。
注６：auスマートバリューは、一定の条件を満たすスマートフォン等について、条件により、１台あたり最大月額2,000円引き。
注７：【ＮＴＴドコモ】ＩＳＰ料金（タイプＡ）を含む。月額料金は2年間の定期契約を条件とする。
注８：【ソフトバンク】ＩＳＰ料金を含む。 月額料金は2年間の定期契約を条件とし、「おうち割光セット」の適用条件であるオプションメニューの料金（500円/月）は含まない。

出所：各社ウェブサイトを基に作成

（戸建向け、各種割引適用後の初年度料金。期間限定のキャンペーン料金は参考掲載）
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【オプテージ】
スーパースタート割適用で
2,667円（2015.2～2015.11）

3,667円（2015.12～2016.11）

【NTT西日本】
Web光もっともっと割

適用で4,810円
（2013.5～2018.4）

（税抜）

（円／月）

So-neｔがFTTHサービス
に参入（2013.4～）

auスマートバリューで
スマートフォン等の
料金を割引 （注６）

（2012.3～）

ドコモ光・ソフトバンク光
の提供開始（2015.3～）

5,200円

ＦＴＴＨの小売月額料金の推移

● FTTHの月額料金は、近年おおむね5,000円/月（戸建向けの場合）で推移している。



4ＦＴＴＨ市場（小売市場）の事業者別シェア（詳細）

● FTTH市場の事業者別シェア（2019年３月末）をサービス提供主体別にみると、NTTドコモが最大のシェアを有している（NTT
東日本よりもシェアが大きい。）。また、ソフトバンクのシェアも増加傾向にある。

出所：電気通信事業報告規則に基づく報告

構成員限り
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【固定系ブロードバンドサービスの契約数の推移】

固定系ブロードバンド市場の契約数・事業者別シェア

● 2019年3月末における固定系ブロードバンド市場の契約数は4,025万（2016.3比＋6.2％、2018.3比＋1.5％）となっている。このうち、FTTH
契約数は3,166万(2016.3比＋13.2％、2018.3比＋3.5％)であり、固定系ブロードバンド契約数全体に占める割合は78.7％（2016.3比＋4.9ポイン

ト、2018.3比＋1.4ポイント）となっている。

● 事業者別シェアは、NTT東西が22.3％（2016.3比▲18.9ポイント、2018.3比▲3.4ポイント：卸電気通信役務の提供に係るものを含めると53.9％）、KDDIが
17.8％（2016.3比＋0.6ポイント、2018.3比▲0.1ポイント：卸電気通信役務の提供に係るものを含めると22.2％）、オプテージが3.8％（2016.3比▲0.2ポイント、2018.3比

▲0.1ポイント）となっている。HHIは2,158（2016.3比▲512、2018.3比▲81）。

出所：電気通信事業報告規則に基づく報告

【固定系ブロードバンド市場の事業者別シェア及び市場集中度の推移】

注１：固定系ブロードバンド契約数の事業者別シェアはFTTH、DSL及びCATVインターネット（同軸・HFC）を対象としており、

FWAを含んでいない。

注２：「KDDI」には、沖縄セルラー、JCN、CTC、OTNet及びJ:COMグループが含まれる。

注３：「その他電力系事業者」には、QＴnet、北陸通信ネットワーク、STNet、エネルギア・コミュニケーションズ及びファミリー

ネット・ジャパンが含まれる。

注４：卸電気通信役務を利用してFTTHを提供する事業者のシェアを、当該卸電気通信役務を提供する事業者（その他に含ま

れる事業者は除く。）ごとに合算し、当該事業者名の後「（卸）」と付記して示している。
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 「10年以上」同一の事業者のサービスを継続して利用している者が最も多い。

固定系ブロードバンドサービスの継続利用年数
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出所：2018年度利用者アンケート
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 「電気通信事業分野における市場検証に関する年次計画（平成30年度）」（下記）に則り、ＦＴＴＨサービス※につい
て、主に、利用者（最終利用者）の自由で合理的なサービス選択に関する課題の有無等という観点から、小売料金等提供
条件の実態、キャッシュバック等の利用者誘引策等の実態及び利用者の乗換えに関する意識を調査した。

※本ページでは、ＦＴＴＨアクセスサービスとインターネット接続サービスの総体をいう。

３－１ 固定系通信に関する電気通信事業者の業務の状況等の確認
FTTHの契約数におけるNTT東西のサービス卸を利用して提供される契約数の割合が急速に高まっており、様々な分野の事業者の参入もみられる一方

で、MNOの小売市場におけるシェアが増加傾向にあることから、FTTHの卸売市場における公正な事業者間取引を確保するとともに、小売市場における
公正競争を確保することがますます重要となっている。（中略）

また、卸先事業者に対して、サービス提供に当たっての課題等について確認する。その際、複雑な提供条件、利用者誘引施策やスイッチングコスト
等により利用者の自由で合理的なサービス選択が妨げられていないかという観点から、MNO及びそれ以外の卸先事業者又はこれらの媒介等業務受託者
が実施するキャッシュバック、広告表示等の利用者誘引施策について、割引及び解約条件等の提供条件と併せて実態把握を進めるとともに、特にMNO
が提供するサービスの利用者に対して、他の卸先事業者のサービスに乗り換えない理由や各種の提供条件・利用者誘引施策が契約の判断に与えた状況
等について確認し、課題の有無等の把握を行う。

 調査の結果概要は、次のとおり。

（１）乗換経験者の回答したＦＴＴＨサービスの乗換えに最も影響を与えた要素は料金水準であるが、特に大手携帯キャリア
への乗換えに関しては、セット割も一定の影響があると考えられる。乗換経験者においては、モバイル・ＦＴＴＨのセット（合
計額）で事業者を比較する行動が一定程度普遍的に見られ、キャッシュバック、広告などの利用者誘引策も乗換えに一定の
影響がある。

（２）利用者が高額の乗換費用を敬遠する一方で、乗換えに際しては数万円の違約金等の直接的費用の負担を要する場
合もあり、また同時にモバイルも乗り換える場合は更に負担が生じることがあるため、現状では、乗換え先の事業者による
キャッシュバック等などの負担軽減策がなければ乗換えが進まない状況とも考えられる。

（３）利用者の半数以上は乗り換えたことがないが、その中では、乗換えを勧められ、又は検討したことがない利用者が圧
倒的多数を占め、その理由としては、今のサービスに満足しているからという回答が半数近くを占める。

（４）モバイルサービスの競争促進の取組が進捗し、ＦＴＴＨにおける「事業者変更」が着実に実現されることにより、多様な事
業者に乗り換えることの容易性が高まるものと期待される一方で、乗換え時の金銭負担を抑制することや、利用者における
乗換えの検討を支援していくことなど、今後重要となり得る課題も存在する。

「利用者によるＦＴＴＨサービスの選択に関する状況について」の概要
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モバイルデータ通信料金（データ通信料金） ▲ドコモ光セット割
割引額

＋ドコモ光（FTTH）料金
サービス名称 データ容量 パケットパック料金

複
数
回
線
用

定
額
制

ウルトラシェアパック100 100GB 25,000円／月 ▲ 3,500円／月

【戸建て】
5,000円／月

（プロバイダなし、２年契約）

5,200円／月
（プロバイダ込み、２年契約）

5,400円／月
（プロバイダ込み、２年契約）

【集合住宅】
3,800円／月

（プロバイダなし、２年契約）

4,000円／月
（プロバイダ込み、２年契約）

4,200円／月
（プロバイダ込み、２年契約）

ウルトラシェアパック50 50GB 16,000円／月 ▲ 2,900円／月

ウルトラシェアパック30 30GB 13,500円／月 ▲ 2,500円／月

４
段
階
定
額
制

ベーシックシェアパック

～ 30GB 15,000円／月 ▲ 1,800円／月

～ 15GB 12,000円／月 ▲ 1,800円／月

～ 10GB 9,000円／月 ▲ 1,200円／月

～ 5GB 6,500円／月 ▲ 800円／月

個
人
用

定
額
制

ウルトラデータLLパック 30GB 8,000円／月 ▲ 1,600円／月

ウルトラデータLパック 20GB 6,000円／月 ▲ 1,400円／月

４
段
階
定
額
制

ベーシックパック

～ 20GB 7,000円／月 ▲ 800円／月

～ 5GB 5,000円／月 ▲ 800円／月

～ 3GB 4,000円／月 ▲ 200円／月

～ 1GB 2,900円／月 ▲ 100円／月

２段階
定額制 ケータイパック 2GB

3,900円／月
（約10MBまで300円、
約127MBで上記金額）

▲ 500円／月
（最大1年間の限定割引）

（料金は、一月当たりの税抜料金。）（平成31年１月末時点）

ＮＴＴドコモのセット割引 【旧料金プラン】

 ＮＴＴドコモのモバイルデータ通信に係る旧料金プランによるセット割引は、モバイルデータ通信の契約を条件とし、３,５００
円～1００円の14種類の割引金額を設定している。 また、下記プランは令和元年5月31日をもって新規受付停止している。
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モバイルデータ通信料金
▲ドコモ光セット割

割引額（１回線当たり）
＋ドコモ光（FTTH）料金

サービス名称 データ容量 パケットパック料金

定
額
制

ギガホ ～30GB 6,980円／月 ▲1,000円／月
【戸建て】

5,000円／月
（プロバイダなし、２年契約）

5,200円／月
（プロバイダ込み、２年契約）

5,400円／月
（プロバイダ込み、２年契約）

【集合住宅】
3,800円／月

（プロバイダなし、２年契約）

4,000円／月
（プロバイダ込み、２年契約）

4,200円／月
（プロバイダ込み、２年契約）

４
段
階
定
額
制

ギガライト

～7GB 5,980円／月 ▲ 1,000円／月

～5GB 4,980円／月 ▲ 1,000円／月

～3GB 3,980円／月 ▲ 500円／月

～1GB 2,980円／月 割引なし

・

（料金は、一月当たりの税抜料金。）（令和元年5月時点）

ＮＴＴドコモのセット割引 【新料金プラン】

 ＮＴＴドコモは、令和元年６月１日から、モバイルデータ通信の新料金プランの提供を開始した。当該新料金プランによるセッ
ト割引の金額等は、以下のとおりである。
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モバイルデータ通信料金 ▲おうち割 光セット
割引額（１回線当たり）

SoftBank光（FTTH）料金
サービス名称 データ容量 パケットパック料金

ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン

定
額
制

データ定額 ５０ＧＢプラス
（ウルトラギガモンスター＋）

50GB ＋
対象サービスアプリ通信量

7,480円／月 ▲ 1,000円／月

【戸建て】
5,200円／月

（プロバイダ込み、２年契約）

【集合住宅】
3,800円／月

（プロバイダ込み、２年契約）

４
段
階
定
額
制

データ定額ミニモンスター
（ミニモンスター）

～ 50GB 8,480円／月

▲ 1,000円／月
～ 5GB 7,480円／月

～ 2GB 5,980円／月

～ 1GB 3,980円／月

ケ
ー
タ
イ

定
額
制

データ定額５ＧＢ 5GB 5,000円／月 ▲ 1,000円／月

データ定額ミニ２ＧＢ 2GB 3,500円／月 ▲ 500円／月

データ定額ミニ１ＧＢ 1GB 2,900円／月 ▲ 500円／月

（料金は、一月当たりの税抜料金。）（平成31年１月末時点）

ソフトバンクのセット割引

・ ソフトバンクの現行料金プラン（平成３０年９月６日～）によるセット割引の金額等は、以下のとおりである。



11乗換えの直接的費用について

注１：いずれも、戸建向けプラン新規契約の場合。プランによって、その他の費用が必要となる場合がある。金額は税抜き。
注２：キャンペーン等による割引や減免を行う前の金額。割賦請求の場合は割賦の総額を記載。

※１：各社ホームページに記載されている標準的な工事費。土日祝日指定追加費用等は含まない。
※２：定期契約を解除した場合に請求される費用。最低利用期間が最も短いプランにおける最高額。

事業者名 サービス名 新規手数料設置工事費※１最低利用期間 違約金※２ 撤去工事費

ＮＴＴドコモ ドコモ光 3,000円 18,000円 2年 13,000円 -

ソフトバンク ソフトバンク光 3,000円 24,000円 2年 9,500円 -

ＫＤＤＩ auひかり 3,000円 37,500円 2年 9,500円 28,800円

So-net So-net光 プラス 3,000円 24,000円 3年 20,000円 -

オプテージ eo光 3,000円 27,000円 1年 12,000円 10,000円

 利用者がＦＴＴＨサービスを乗り換える際に生じる通信サービスに関する直接的費用（乗換え元又は乗換え先との通信契約
によって生じる支払い金額）は、おおむね次のとおりであり、事業者により差がある状況である。また、同時にモバイルも乗
り換える場合は、通常、更に直接的費用が生じることになる。
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２．ＦＴＴＨ等の卸売市場の動向

３．ＮＧＮ等の固定通信設備の利用形態

４．電気通信事業法全般

５．接続ルール及びその運用等

６．サービス卸に関するルール及びその運用等

１．ＦＴＴＨ等の小売市場の動向



13ＦＴＴＨの提供形態別契約数

● 提供形態※別の契約数（2019年3月末）をみると、「自己設置」型が1,357万（2016.3比▲526万、2018.3比▲62万）、「接続」型が254万
（2016.3比▲10万、2018.3比＋11万）、「卸電気通信役務」型が1,555万（2016.3比＋870万、2018.3比＋158万）となっている。

● 2016年度以降、「自己設置」型の減少及び「卸電気通信役務」型の増加が継続している。

出所：2016～2018年度事業者アンケート及び電気通信事業報告規則に基づく報告

【FTTHの提供形態別の契約数の推移】 【FTTHの提供形態別の契約数の純増減数の推移】

※ 「自己設置」：電気通信事業者が自ら設備を設置して、利用者にFTTHサービスを提供するもの。
「接続」：電気通信事業者が接続料を支払って、他の電気通信事業者の加入光ファイバを利用し、利用者にFTTHサービスを提供するもの。
「卸」：電気通信事業者が他の電気通信事業者から卸電気通信役務の提供を受け、利用者にFTTHサービスを提供するもの。

注：「卸電気通信役務」の契約数の一部については、「自己設置」、「接続」の契約数に含まれている。そのため、「FTTHの契約数」とは合計値が異なる。なお、「自己設置」及び「接続」の契約数の一部について当該重複
の排除を行っており、2017年６月末以降においては重複排除可能な事業者が増加している。



14ＦＴＴＨ市場（卸売市場）の契約数等

【FTTHの卸契約数等の推移】

● 2019年3末におけるFTTHの契約数のうち卸電気通信役務を利用して提供される契約数は1,555万（2016.3比＋870万、

2018.3比＋158万）、そのうちNTT東西のサービス卸を利用して提供される契約数は計1,269万（2016.3比＋800万、2018.3比＋

157万）となっている。

● FTTHの契約数全体における卸契約数の割合は49.1％（2016.3比＋24.6ポイント、2018.3比＋3.5ポイント）、NTT東西のサー
ビス卸の卸契約数の割合が40.1％（2016.3比＋23.3ポイント、2018.3比＋3.8ポイント）となっている。

出所：電気通信事業報告規則に基づく報告

【FTTHの契約数における卸契約数等の割合の推移】



15サービス卸の卸先事業者数

● 2019年3月末におけるNTT東西のサービス卸の卸先事業者数（再卸先事業者を除く。）は768者（2016.3比＋392者、2018.3比＋66者）と
なっている。

【事業者の分類】

●MNO ： 2者（前期比±0者）
●CATV事業者 ： 77者（前期比＋1者）
●ISP・MVNO事業者 ： 538者（前期比＋41者）
●その他事業者 ： 151者（前期比＋24者）

出所：「FTTHアクセスサービス等の卸電気通信役務の提供に関して対応及び報告すべき事項について（要請）」に基づくNTT東西からの報告（2015.12まで）、
電気通信事業報告規則に基づくNTT東西からの報告（2016.3以降）及び各社届出情報



16サービス卸の卸契約数シェア（グループ別・事業者形態別）

● NTT東西のサービス卸契約数全体（1,269万）におけるNTTグループ（NTTドコモ、エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ及びNTTぷらら）の
卸契約数（661万）の割合は52.1％ （2016.3比＋6.9ポイント、2018.3比＋1.0ポイント）。

● 事業者形態別では、MNO（NTTドコモ及びソフトバンク）の卸契約数（916万）が72.2％（2016.3比＋10.5ポイント、2018.3比＋1.4ポイント）、次い
でISP（エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ、ビッグローブ、ソニーネットワークコミュニケーションズ等）の卸契約数（253万）が19.9％（2016.3比

▲10.6ポイント、2018.3比▲2.0ポイント）。MNOの比率が継続的に高まっている。

注：「その他」に分類される事業者においても「NTTグループ」又は「ISP」に該当する事業者は存在する。

（参考）NTTグループのシェアの推移

【NTTグループ】 【事業者形態別】

（参考）MNO／ISPのシェアの推移

出所：電気通信事業報告規則に基づくNTT東西からの報告

2016.3 2017.3 2017.12 2018.3 2018.6 2018.9 2018.12 2019.3

MNO 61.7% 68.2% 70.2% 70.7% 71.3% 71.7% 71.9% 72.2%

ISP 30.5% 24.1% 22.6% 21.9% 20.9% 21.1% 20.4% 19.9%

2016.3 2017.3 2017.12 2018.3 2018.6 2018.9 2018.12 2019.3

NTTグ
ループ

45.2% 48.6% 50.7% 51.1% 51.6% 51.8% 51.9% 52.1%



17移動系通信市場（卸売市場）の契約数・事業者別シェア

【MVNO（MNOであるMVNOを除く）サービスの契約数の推移】

● 2019年3月末時点におけるMNOの卸契約数は2,094万（2016.3比＋65.0％、2018.3比＋13.8％）、再卸事業者の再卸契約数は
869万（2016.3比＋128.9％、2018.3比＋21.1％）とともに増加傾向。

● 2019年3月末時点におけるMNOの卸契約数における事業者別シェアは、NTTドコモが48.2％（2016.3比＋1.7ポイント、

2018.3比▲2.3ポイント）、KDDIグループが29.6％（2016.3比＋0.4ポイント、2018.3比＋2.7ポイント） 、ソフトバンクグループが22.3％
（2016.3比▲2.1ポイント、2018.3比▲0.4ポイント）となっている。HHIは3,690となっている。

出所：電気通信事業報告規則に基づく報告

注：MNOからの報告を基に作成。
注１：MNOからの報告を基に作成。
注２：「KDDIグループ」には、KDDI、沖縄セルラー及びUQコミュニケーションズが含まれる。
注３：「ソフトバンクグループ」には、ソフトバンク、ワイモバイル（15.3まで）及びWireless City Planningが含まれる。

【MNOの卸契約数における事業者別シェア
及び市場集中度の推移（グループ別）】
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２．ＦＴＴＨ等の卸売市場の動向

３．ＮＧＮ等の固定通信設備の利用形態

４．電気通信事業法全般

５．接続ルール及びその運用等

６．サービス卸に関するルール及びその運用等

１．ＦＴＴＨ等の小売市場の動向
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県内
伝送路

ＮＧＮ

非指定設備

県間
伝送路

Ｏ
Ｌ
Ｔ

ＯＳＵ

I
S
P
事
業
者

集
約
中
継
ル
ー
タ

収
容
ル
ー
タ

＝

ＮＴＴ局舎

メ
デ
ィ
ア
コ
ン
バ
ー
タ
等

分岐端末回線
（最大８分岐）

Ｏ
Ｎ
Ｕ

局
外
ス
プ
リ
ッ
タ

端末回線

局
内
ス
プ
リ
ッ
タ

主端末回線

（この部分を
最大８利用
者で共用）

メ
デ
ィ
ア
コ
ン
バ
ー
タ
等

加入者回線
（シェアドアクセス方

式）

加入者回線
（シングルスター方式）

他事業者が自ら設置

主
配
線
盤

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

VNE
事業者

独自コア網

（参考）
自己設置型
（他事業者）

接続型
（加入者回線を
接続で利用する

形態）

接続料支払い 他事業者が自ら負担

他事業者が自ら負担

卸電気通信役務
型

（サービス卸を
利用）

卸料金を支払い
（接続料を支払う事業者と卸料金を支払う事業者が異なる場合もある）

接続料支払い

フレッツ光
ＩＳＰ分離型

ＮＴＴ東西が自ら負担し最終利用者に請求

※負担が必須と思われるものを中心に記載

網
終
端
装
置

Ｇ
Ｗ
ル
ー
タ

各
県
中
継
ル
ー
タ

接続料
支払い

接続料
支払い

ＮＴＴ東西の加入者回線（光ファイバ）及びＮＧＮの利用形態

接続料（認可外）支払い
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中継交換機
（IC）

加入者交換機
（GC）

変換装置
（MG）

＝

ＰＳＴＮ

SIP
サーバ

SNI収容
ルータ

＝

コンテンツ
事業者

SNI

UNI

インターネット

GWルータ
(IPoE)

県間伝送路

非指定設備

（NTT東日本）

非指定設備

＝
光

UNI

都道府県毎

収容ビル毎

中継交換機
（IC）

加入者交換機
（GC）

＝

ＰＳＴＮ

UNI

（NTT西日本）

他事業者の
固定電話、
携帯電話

集約中継ルータ

GWルータ

インターネット

網終端装置

ＮＧＮ
（NTT東日本）

＝

コンテンツ
事業者

SNI

SNI収容
ルータ

中継伝送路

ＮＧＮ
（NTT西日本）

関門交換機
（IGS）

集約中継ルータ

非指定設備

GWルータ
(IPoE)

県間伝送路

非指定設備非指定設備

変換装置
（MG）

集約ブロック毎
SIP

サーバ

関門交換機
（IGS）

音声系データ系映像系 映像系データ系音声系

県間伝送路
県間伝
送路

都道府
県毎

都道府
県毎

非指定設備

GWルータ

集約ブロック毎 集約ブロック毎

東京/群馬大阪/愛知 都道府県毎都道府県毎

NTT東日本の

加入電話

NTT西日本の

加入電話

※１ 自治体がサービスを提供している場合は、当該自治体がある県にも設置されている。

集約ブロック毎

非指定設備

※２ 平成30年度に拡大（東：５箇所、西：５箇所）。

大阪※1 東京※1東京等※2大阪等※2

ISP VNE

優先パケット
利用事業者

VNE

優先パケット
利用事業者

網終端装置

ISP

収容
ルータ

＝
光
UNI

各県中継
ルータ

県内伝送路

＝ ＝

収容
ルータ

＝
光

UNI

都道府県毎

収容ビル毎収容
ルータ

＝
光
UNI

各県中継
ルータ

県内伝送路

＝ ＝

収容
ルータ

次世代ネットワーク（ＮＧＮ）における網内折り返し通信等について

● NGNにおける網内折り返し通信とは、インターネットを経由せずにNGN網内でUNI-UNI間でのIP通信を可能とするもの。

● 送信先アドレスにより、収容ルータ又は中継ルータで折り返すこととなるため、接続事業者の設備を経由しない通信が可能。

● 網内折り返し通信以外にも、ひかり電話-加入電話間の通信等、接続事業者の設備（インターネット等）を経由しない通信が
存在。

ひかり電話等
ひかり電話等

インターネット等を経由しない
通信例（網内折り返し通信等）

インターネット等を経由しない
通信例（網内折り返し通信等）
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２．ＦＴＴＨ等の卸売市場の動向

３．ＮＧＮ等の固定通信設備の利用形態

４．電気通信事業法全般

５．接続ルール及びその運用等

６．サービス卸に関するルール及びその運用等

１．ＦＴＴＨ等の小売市場の動向
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電気通信の健全な発達 国民の利便の確保

 自然独占性： 規模の経済性（事業規模が大きいほど競争上有利）や、ネットワーク外部性（加入者

が多いほど競争上有利）により、独占に向かいやすい構造

 公 共 性： 国民生活や社会経済活動に必要不可欠であり、国民必需のサービスを

提供する公益事業としての高い公共性

利用者のニーズにきめ細かく対応した
より良質な電気通信サービスの実現

電気通信を通じた豊かで快適な国民生活
の実現、我が国経済の活性化

電気通信事業法の目的

電気通信事業の特性

この法律は、電気通信事業の公共性にかんがみ、その運営を適正かつ合理的なものとするとともに、その

公正な競争を促進（①）することにより、電気通信役務の円滑な提供を確保（②）するとともにその利用者の

利益を保護（③）し、もつて電気通信の健全な発達及び国民の利便の確保を図り、公共の福祉を増進するこ

とを目的とする。

（電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第１条）

電気通信事業法の目的
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平成16年～
（2004年～）

 一般の事業者に対しては、自由で多様な事業展開を可能とするため、新規参入や料金に関する事前規制を緩
和（現在では、利用者向け料金の事前規制は原則撤廃）する一方で、消費者保護ルールを充実。

 特定の事業者（主要なネットワークを保有するＮＴＴ東西や携帯電話事業者）に対しては、そのネットワークを利用する事業
者が公平な条件等でサービスを提供できるよう、接続ルール※１等の公正競争ルールを整備。

競争原理の導入

・電気通信事業法

の施行

・電電公社の民営化

（ＮＴＴの設立）

参入規制の緩和

・需給調整条項の廃止

・外資規制の原則撤廃

料金規制の緩和

・料金の認可制→ 届出制

・プライスキャップ制度（※２）

の導入

約款規制等の緩和

・契約約款の認可制→届出制

・接続協定の認可制→届出制

ユニバーサルサービス交
付金制度の導入

紛争処理制度の導入

参入許可制の廃止

・許可制→登録/届出制

料金・約款の事前
規制を原則撤廃

利用者保護の推進

・事業の休廃止の

周知義務化

・提供条件の説明義務

・苦情等の処理の義務化

紛争処理機能の拡充

・対象の拡大（コンテンツ

プロバイダーとの紛争）

安全・信頼性規律の
強化

利用者保護ルール

の拡充

・書面交付・初期契約解除

制度の導入

・不実告知等の禁止

・勧誘継続行為の禁止

・代理店に対する指導等

業務の休廃止の利
用者周知に係る事前
届出制の導入

サイバー攻撃への
対処促進

販売代理店への
届出制度の導入

事業者・販売代理
店の勧誘の適正化

固定系への

接続ルールの導入

・接続約款の認可制の導入

・接続会計の導入

・アンバンドル（※３）の義務化

ＮＴＴの再編成

・持株、地域会社（東・西）、

長距離会社（コム）に再編

移動系への

接続ルールの導入

・接続約款の届出制

禁止行為規制*の導入

* 特定の事業者に対する不当に優

先的・不利な取扱いの禁止等

ＮＴＴ東西の業務範囲拡大

移動系の接続ルール
の強化

・接続会計の導入

固定系の公正競争
ルールの強化

・機能分離の導入 等

ＮＴＴ東西の業務規
制手続の緩和

移動系の接続ルー
ルの更なる強化

・携帯電話網の接続ルー

ルの充実

グループ化・寡占化
への対応

・登録更新制の導入

禁止行為規制の
緩和

卸制度の整備

・卸役務の事後届出制

モバイル市場の競
争の促進

・通信料金と端末代金

の完全分離

・行き過ぎた囲い込み

の禁止

事
業
者
一
般
へ
の
規
律

特
定
の
事
業
者
へ
の
規
律

事前規制から利用者視点を踏まえた事後規制へ

昭和60年～
（1985年～）

料金低廉化・サービス多様化のための公正競争ルールの整備・強化

市場の
自由化

多様な事業者の参
入促進自由な料金
設定を可能に

ネットワークを
借りやすくして
多様な事業者
による自由な
事業展開を促
進

自由・迅速な事業展開の
促進セーフティネットを整備

市場支配力の
濫用を禁止

自由な事業
展開の促進

利用者保護
ルールの整備

平成9年～
（1997年～）

平成13年～
（2001年～）

※２ プライスキャップ制度：料金水準の「上限」を定める上限価格方式による料金規制。 ※３ アンバンドル：ネットワークの必要な部分のみを細分化して利用できるようにすること。

平成28年～
（2016年～）

平成30年～
（2018年～）

※１ 接続ルール：他事業者にネットワークを開放する際に適用される料金・条件等に関して定めた法令の規定。

電気通信事業に関する制度の変遷
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概 要

卸役務

一方の電気通信事業者が、利用者としての立場で、他方の電気
通信事業者から電気通信役務の提供を受け、前者が、利用者に
対し、これを再販する方式

提供/接続
に係る義務

■ どの役務を提供するかは事業者間で決定
■ 役務提供義務なし（※）
■ 不当な差別的取扱いは業務改善命令や禁止行為規制の対象

料金・条件
に係る義務

■ 相対取引により個別に契約を締結することが可能

ただし、第一種・第二種指定電気通信設備を用いる卸電気通信役務の提供

については、公正競争への影響が大きい事業者への卸電気通信役務の料金
や提供条件等の事後届出の義務を課すとともに、その届出内容を総務大臣
が整理・公表。

Ａ社による電気通信役務

※ ただし、基礎的電気通信役務又は認定電気通信事業に係る電気通信役務を提供する電気通信事業者は、正当な理由がなければ、当該電気通信役務の提供を拒んではならない（法第25条、
第121条）。指定電気通信役務については、正当な理由がなければ、保障契約約款による提供を拒んではならない。

接続方式

自らの電気通信設備と他の電気通信事業者の電気通信設備を相
互に接続し、それぞれの事業者が、利用者に対し、自らの電気通
信設備に係る電気通信役務を提供する方式

■ 提供すべき機能（接続機能）は総務省令で規定
■ 接続応諾義務あり
■ 不当な差別的取扱いは業務改善命令の対象

■ 一種指定事業者の場合
認可を受けた接続約款に基づき協定を締結することが必要

Ｂ社の役務区間 Ａ社の役務区間

相互接続点
（ＰＯＩ）

ルータ等

ユーザ

当事者による選択が可能

Ａ社の役務区間

相互接続点
（ＰＯＩ）

加入光ファイバ等
Ｏ
Ｎ
Ｕ

Ｏ
Ｓ
Ｕ

インター
ネット

ルータ等

Ｂ社

Ｏ
Ｎ
Ｕ

Ｏ
Ｓ
Ｕ

インター
ネット

加入光ファイバ等

卸電気通信役務

 接続とは、電気通信設備相互間を電気的に接続することをいう。（相互間で通信が可能な状態）

 卸電気通信役務とは、「電気通信事業者の電気通信事業の用に供する電気通信役務」（法第29条第1項第10号）をいう。

 電気通信設備が電気的に接続される場合について、接続に関する協定により料金・条件を決定する方法以外に、物理的な
接続形態を変えないまま、契約形態上「卸役務」方式とすることにより、当事者間の相対交渉により料金・条件を決定す
ることも可能。

ルータ等

Ａ社（ISP等）

相互接続点
（ＰＯＩ）

ユーザ

接続と卸電気通信役務の関係
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接続 卸電気通信役務 共用

固定系 移動系 固定系 移動系 固定系 移動系

提供義務 ・接続応諾義務（法第32条） ・接続応諾義務（法第32条） －
（認定電気通信事業に係
る役務の提供義務）

－
（認定電気通信事業に係る
役務の提供義務）

－ －

約款
規制

約款の
遵守義務

・認可接続約款等以外による接
続協定の締結等の禁止（法第
33条第９項）

・届出接続約款以外による接
続協定の締結等の禁止（法
第34条第４項）

－
（指定電気通信役務の保
障契約約款）

－ － －

約款等の
認可・届出

・接続約款（接続料・接続条件）
の認可（法第33条第２項）

・認可接続約款の変更認可申
請命令（法第33条第６項）

・接続約款（接続料・接続条件）
の事前届出（法第34条第２
項）

・届出接続約款の変更命令（法
第34条第３項）

・事後届出（卸役務の種
類・卸料金等）（法第38
条の２）

（・事前届出（指定電気通
信役務の保障契約約
款））

・事後届出（卸役務の種
類・卸料金等）（法第38条
の２）

・事前届出（共用
の概要・共用に
係る金額等）
（法第37条）

－

公表
制度

事業者 ・認可接続約款等の公表義務
（法第33条第11項）

・接続会計の整理・公表義務
（法第33条第13項）

・届出網機能提供計画の公表
義務（法第36条第２項）

・届出接続約款の公表義務（法
第34条第５項）

・接続会計の整理・公表義務
（法第34条第６項）

－
（保障契約約款の公表）

－ －

総務大臣 ・総務大臣による情報の公表
（法第39条の２第１号）

※認可接続約款等を含む。

・総務大臣による情報の公表
（法第39条の２第２号）

※認可接続約款等を含む。

・総務大臣による情報の
公表（法第39条の２第３
号）

※卸料金額は非公表。

・総務大臣による情報の公
表（法第39条の２第３号）

※卸料金額は非公表。

－ －

紛争
処理

あっせん・
仲裁等

・総務大臣による協議命令（法第35条第１項・第２項）
・総務大臣による裁定（法第35条第３項・第４項）
・紛争委によるあっせん（法第154条）
・紛争委による仲裁（法第155条）

・総務大臣による協議命令（法第39条において準用する
法第38条第１項）

・総務大臣による裁定（法第39条において準用する法第
35条第３項・第４項）

・紛争委によるあっせん（法第156条第２項において準用
する法154条）

・紛争委による仲裁（法第156条第２項において準用する
法第155条）

・総務大臣による協議命令（法第38
条第１項）

・総務大臣による裁定（法第38条第
２項において準用する法第35条第
３項・第４項）

・紛争委によるあっせん（法第156条
第１項において準用する法154条）

・紛争委による仲裁（法第156条第１
項において準用する法第155条）

業務改善命令 ・総務大臣による業務改善命令（法第29条）

その他 ・網機能提供計画の事前届出
（法第36条第１項）

・届出網機能提供計画の変更
勧告(法第36条第３項）

－ － － － －

電気通信事業法における「接続」 「卸役務」 「共用」 に関する主な規定
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 電気通信回線設備※を設置する電気通信事業者は、他の電気通信事業者から電気通信回線設備との接続の請求を受け
たときは、以下の拒否事由に当たる場合を除き、これに応じる義務を有する。（接続応諾義務、電気通信事業法第３２条）

※・・・送信の場所と受信の場所との間を接続する伝送路設備及びこれと一体として設置される交換設備並びにこれらの付属設備。

 全ての電気通信事業者は、以下の紛争処理の仕組みを活用することができる。

 協定締結の協議が不調の場合に、一定要件のもと、申請により、電気通信紛争処理委員会が「あっせん」又は
「仲裁」を実施。 （あっせんは協議拒否の場合も可能）

 協定締結の協議が拒否され又は協議が不調の場合に、申立てにより、一定要件のもと総務大臣が協議の開始
又は再開を命令。

あっせん・仲裁

接続協議命令

裁 定

拒
否
事
由

①役務の円滑な提供に支障が生ずるおそれがあるとき

②電気通信事業者の利益を不当に害するおそれがあるとき

③接続に関し負担すべき金額の支払いを怠り又は怠るおそれがあるとき

④接続に応ずるための電気通信回線設備の設置又は改修が技術的又は経済的に著しく困難であるとき

 協議不調の場合に、申請を受けて、総務大臣が裁定を行い、それにより協議が調ったものとみなす。 等

※ 裁定の規定は卸役務提供や
設備共用についても適用

※ 卸役務提供や設備共用に関し
接続協議命令に相当する
規定もあり

事業者一般に対する接続ルール等
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電気通信事業者の電気通信設備との接続に関し、当事者が取得し、又は負担すべき金額（以下「金額」という。）について当
事者間の協議が調わないときは、電気通信事業法（昭和59年法律第86号。以下「法」という。）第35条第３項又は第４項の規定
により、当事者の一方又は双方は、総務大臣の裁定を申請することができることとされている。このような申請を受理したとき
は、総務省では、次の方針を基本として裁定を行うこととする。

１． 金額※については、当事者間で別段の合意がない場合には、市場における競争状況等を勘案し、能率的な経営の下にお
ける適正な原価に適正な利潤を加えたものを基本とする。
※ 認可された接続料等を除く。

２． １．の原価等の算定のため、接続に関して生じる費用等、算定根拠となるようなデータの提供を関係当事者に対して求め
ることとする。

３． ２．において有効と認められるデータの提供が行われない場合には、１．の原価等の算定のために、近似的に、例えば長
期増分費用モデル等により、他の費用等を用いることとする。

（注） 卸電気通信役務の提供又は電気通信設備若しくは電気通信設備設置用工作物の共用に係る金額に関して、当事者
間の協議が調わないとして、法第38条第２項又は第39条において準用する法第35条第３項又は第４項の規定に基づき
裁定の申請があったときも、１．から３．までに準じて対応することとする。

（※）「接続料の算定に関する研究会」において、NTT東日本・西日本から、同社の固定電話接続料と他社の接続料の格差が年々拡大しており、他社の固定電話
接続料の水準についても適正性・透明性が確保されるべきであり、裁定基準を設けるべき旨の意見が示され、第一次報告書において、「接続料の水準の決め方
は、事業者間で合意が可能であれば、様々な決め方があり得るところではあるが、事業者間で別段の合意がなければ、かかった費用を回収するコスト主義の考
え方が効率的であり、したがって、第一次的に検討されるものであるから、総務大臣の裁定基準としてこの考え方を示し、裁定手続ではコストに基づく算定根拠
の提示が求められることを示すことで、協議の円滑化を期待することができる。」とされた。

「接続等に関し取得・負担すべき金額に関する裁定方針」について

● 電気通信事業者間の電気通信設備の接続等に係る金額に関する交渉の円滑化のため、平成30年１月、「接続等に関し取
得・負担すべき金額に関する裁定方針」を策定。
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２．ＦＴＴＨ等の卸売市場の動向

３．ＮＧＮ等の固定通信設備の利用形態

４．電気通信事業法全般

５．接続ルール及びその運用等

６．サービス卸に関するルール及びその運用等

１．ＦＴＴＨ等の小売市場の動向
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 固定通信では、加入者回線系の設備（光ファイバ等）を経由して通信することが不可欠。

 移動通信では、高いシェアを占める事業者が、他の事業者に対し強い交渉力を保持。

 このため、電気通信事業法では、主要なネットワークを保有する特定の事業者に対して、接続料等の公平性・透

明性、接続の迅速性を担保するための規律（指定電気通信設備制度）等を課している。

加入者回線（銅線・光ファイバ）
（ＮＴＴ東西：７６％）

都道府県ごとに５０％超の加入者回線シェア

⇒ ＮＴＴ東日本、ＮＴＴ西日本
指定要件

固定系（第一種指定電気通信設備制度） 移動系（第二種指定電気通信設備制度）

接続約款（接続料・接続条件）の認可制

接続会計の整理義務

網機能提供計画の届出・公表義務
接続関連規制

業務区域ごとに１０％超の端末シェア

⇒ ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ、沖縄セルラー、ソフトバンク
指定要件

接続約款（接続料・接続条件）※の届出制

接続会計の整理義務
接続関連規制

接続 接続

接続

固定電話、光ブロードバンドサービス等

※光ファイバ等と
接続するケース
もあり

接続料 接続料

インターネット 主要携帯事業者
のネットワーク

※ＭＶＮＯとの接続の場合

インターネット 他事業者の
ネットワーク

NTT東西の
ネットワーク

携帯電話、モバイルデータ通信サービス等

特定移動端末設備
（ドコモ：３５%、ＫＤＤＩ：２３%、ソフトバンク：１９%）

※ アンバンドル機能、接続料の算定方法等を省令で規定

特定の事業者に対する接続ルール
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ＮＴＴ東日本・西日本の加入
者回線等を第一種指定設備
として指定（平成９年・13年）

指定要件：都道府県ごとに50％超のシェアを占める加入者回線を有すること [第33条第1項]

対象設備：加入者回線及びこれと一体として設置される設備であって、他の電気通信事業者との接続が利用者の
利便の向上及び電気通信の総合的かつ合理的な発達に欠くことができない電気通信設備 [同上]

接続料、接続条件（接続箇所における技術的
条件等）について接続約款を定め、総務大臣
の認可を受けること。 [第33条第2項]

第一種指定設備の機能に対応した費用等や
第一種指定設備との接続に関する収支の状況
を整理し、公表すること。 [第33条第13項]

第一種指定設備の機能を変更等する場合に
は事前に設備改修日程等の計画を届出・公表
すること。 [第36条]

【接続約款の認可の要件 [第33条第4項]】

 機能ごとの接続料、標準的な接続箇所における技術的条件等が適正・明確に定められていること。

 接続料が能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えた金額を算定するものとして総務省令（第一種指定電気通信設備接続料規

則）で定める方法により算定された金額に照らし公正妥当なものであること。 （総括原価方式による算定）

 接続条件が、第一種指定設備に自己の電気通信設備を接続することとした場合の条件に比して不利なものでないこと。

 特定の事業者に対し不当な差別的取扱いをするものでないこと。

接続料は、機能ごとに当該接続料に係る収入（接続料×通信量等（需要））が、当該接続料の原価に一致するように定めなければならない。
[第一種指定電気通信設備接続料規則第14条]

第一種指定設備を設置する事業者に対する規律

①接続約款の策定・公表義務
（認可制）

②接続会計の整理・公表義務 ③網機能提供計画の届出・公表義務

指定

「機能」は総務省令で規定⇒「法定機能」

認可を受けた接続約款に定める接続料・接続条件で接続協定を締結することが原則 [第33条第9項]

第一種指定電気通信設備に係る接続制度の概要

 固定通信は、加入者回線を経由しなければ利用者同士の通信が成り立たないネットワーク構造となっている。
 電気通信事業法では、他の事業者の事業展開上不可欠な設備（加入者回線等）を「第一種指定電気通信設備」として総務大臣

が指定し、当該設備との接続に関する接続料及び接続条件の公平性・透明性や、接続の迅速性を確保するため、接続約款を
総務大臣の認可制にする等の規律を課している。
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加入者交換機

相互接続点

収容局間
伝送路

中継局
（IC）

収容局
(GC）

SIPサーバ

収容ルータ

FTTH

中継ダーク
ファイバ

網終端装置

各県中継ルータ

電話網
（PSTN）

加入者回線
（光ファイバ）

収容局－中継局
間伝送路

信号用中継交換機

中継交換機

信号用伝送路

加入者回線
（銅線）

 加入者回線（光ファイバ）、加入者回線（銅線）、次世代ネットワーク（ＮＧＮ）、電話網（ＰＳＴＮ）等について、総務省令で定める
機能（法定機能※）の単位で接続料が設定されている。

※ 第一種指定電気通信設備との接続に係る機能のうち、他の事業者が必要とする機能のみを細分化して使用できるようにした機能。アンバンドル機能とも呼称。

次世代ネットワーク
（NGN）

集約中継ルータ※

FTTH

ＧＷルータ

※NGNの集約中継ルー
タ及び県間伝送路（点
線）は非指定設備

第一種指定電気通信設備制度における接続料算定の対象機能
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■接続料が能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤を加えたものを算定するものとして総務省令で定める方

法により算定された金額に照らし公正妥当なものであること。

接続料の認可基準
（電気通信事業法

第33条４項２号）

算定方式 算定概要 主な対象機能

長期増分費用方式
（ＬＲＩＣ）

・仮想的に構築された効率的なネットワークのコストに基づき算定
・前年度下期＋当年度上期の通信量を使用

・電話網（加入者交換機等）

実際
費用
方式

将来原価方式
・新規かつ相当の需要増加が見込まれるサービスに係る設備に適用
・原則５年以内の予測需要・費用に基づき算定

・加入者回線（光ファイバ）
・ＮＧＮ

実績原価方式
・前々年度の実績需要・費用に基づき算定
・当年度の実績値が出た段階で、それにより算定した場合との乖離分
を翌々年度の費用に調整額として加算

・加入者回線（ドライカッパ、ラインシェアリング）

・中継光ファイバ回線
・専用線、・公衆電話
・地域ＩＰ網、・ＩＰ関連装置

■ 接続料は、法定機能ごとに、当該接続料に係る収入（接続料×通信量等）が、当該接続料の原価及び利潤の合計額

に一致するように定めなければならない。

接続料 接続料原価通信量等× ＝

＝

第一種指定設備
管理運営費
（設備コスト）

利益対応税自己資本費用他人資本費用 ＋＋＋

法定機能ごとの通信量等の直近の実績値（※）

（ 将来原価方式の場合：将来の合理的な通信量等の予測値）

＋ 調整額

接続料算定の原則
（接続料規則第14条第1項）

＝

※ 接続料の体系は、当該接続料に係る第一種指定設備管理運営費の発生の態様を考慮し、回線容量、回線数、通信回数、通信量、距離等を単位とし、社会的経済的にみて合理的

なものとなるように設定するものとする。（接続料規則第14条第３項）

接続料原価
（接続料規則第８条第１項）

接続料

通信量等(需要)
（接続料規則第14条第２項）

（適正報酬額）

接続料算定の原則と対象機能



33加入光ファイバ接続料の推移
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 第一種指定電気通信設備に関しては、法第３３条の規定に基づき接続約款（認可を受けるべき接続料・接続条件を定め
る約款）の変更の認可申請があったときは、審議会への諮問が義務付けられている（法第１６９条）。

 審議会※１においては、原価算定根拠を含む申請内容を公表して意見募集を２回実施※２（２回目の意見募集では、１回目
の意見募集で提出された接続事業者等からの意見に対する意見を募集）。２回実施することにより、ＮＴＴ東日本・西日本
の反論等の機会が設けられるとともに、１回目で提出された意見に賛同又は反対する他の接続事業者等の意見が明ら
かになるなどして、論点・事実関係等がより明確化。
※１：電気通信事業法施行令第１２条により情報通信行政・郵政行政審議会と定められ、同審議会議事規則により、法第１６９条に基づく諮問

については下部に設けられた電気通信事業部会の専決によることとされている。

※２：接続に関する議事手続規則（平成２０年９月３０日電気通信事業部会決定第６号）による。

 意見募集及び審議の結果（答申）を踏まえ、総務省では、必要に応じ、申請内容の補正を待っての認可、ＮＴＴ東日本・西
日本に対する要請、制度上の検討などを実施。

接続会計の整理・公表

接続料原価の算定方法

✔実績原価方式

✔将来原価方式

✔ＬＲＩＣ方式 等

第一種指定設備
管理運営費

他人資本費用

自己資本費用

調整額

＋

＋

＋

接続料原価

算定方式

接続料を再計算（１年毎）

網機能提供計画
の届出・公表義務

接続会計の
整理・公表義務

接続約款の
作成・公表義務

（認可制）

利益対応税

＋

通常の認可プロセス

法
第
三
十
三
条
に
基
づ
く

接
続
約
款
変
更
の
認
可
申
請

電
気
通
信
事
業
部
会
へ
の
諮
問

２
回
の
意
見
公
募

接
続
委
員
会
で
調
査
・検
討

電
気
通
信
事
業
部
会
に
て
答
申

接
続
約
款

認
可

第一種指定電気通信設備

に関する接続関連規制

接続約款変更の認可に至る流れ
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● 通信用建物の年額料金（コロケーションのスペース代の一部）について、NTT西日本から総務省に対し、平成３１年３月に認
可申請した金額に誤りがあったため再申請を行うとの報告があった（※１）。

 具体的には、今年度より算定作業効率化の観点から、通信用建物料金において算定用ツールを導入したところ、通信用建物の正味固定資
産価額を算定するプロセスにおいて、ロジックエラーにより（１）本来控除すべき原価要素の一部（二重床）の控除漏れ（※２）及び（２）原価要
素の一部の積算漏れが生じたとのことである。

 ＮＴＴ西日本は、発覚・判明後速やかに事象の内容及び本来の金額を一般公表するとともに全ての接続事業者に周知しており、また、算定
用ツールの導入・変更時の正常性確認作業の抜本的見直し（過去データを用いた動作検証等）、補正が必要な場合の算定ツール等による
対応の徹底などの抜本的な再発防止策を講ずるとしている。

● 本件は、認可申請された料金等の内容に対する意見募集の段階において、接続事業者の指摘で発覚したとのこと。
● 平均額、総額における影響額は、次のとおり。NTT西日本全体の2715箇所の通信用建物のうち、影響を受けたのは1283箇

所。

※１：令和元年６月１７日付西設相制第００００４０号。※２：手作業による補正も適切に行われなかったとのことである。

（１）通信用建物の料金（平均額）への影響額 （年額、単位：円／㎡、【】内は調整額加算前の数値）

区分 再申請料金 説明資料における値※ 申請値 平成30年度平均額

通信用建物平均額 21,262円 19,698円 22,643円 21,448円

平成30年度平均額との差分 ▲186円（▲0.87%） ▲1,750円（▲8.16%） 1,195円（5.57%） －

（２）総額への影響額

区分 再申請料金の場合 申請料金の場合 平成30年度総額

年間想定総額 1,637 1,830 1,640

平成30年度総額との差分 ▲3 (▲0.2%) 190 (▲11.6%) －

（年額、単位：百万円）

注：平成30年度末時点における事業者のコロケーションリソース利用量より推計

※ 令和元年度適用接続料の諮問時の電気通信事業部会（第94回）において使用した説明資料（資料94－２）において、通信用建物料金の平均額として
ロジックエラーのある算定用ツールで算出された数値に基づくものを使用しており、誤った金額を記載してしまっていることが判明。

接続約款認可前における料金算定誤り是正の例
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 電気通信事業法では、第一種指定電気通信設備との接続に関し、接続料・接続条件の公平性・透明性・接続の迅速性等を
担保するため、接続約款、接続会計及び網機能提供計画の一般公表を義務付けている。

 また、同様の観点から、少なくとも第一種指定電気通信設備制度の創設時（平成９年～10年）より、接続約款の認可申請資料
を一般の閲覧に供し、他事業者及び申請事業者の意見提出機会を確保するなど、議論自体の透明性向上にも取り組んでき
た。

 しかしながら、現実には、接続に関する全ての情報が一般公表されているものではない。接続に関する情報は、開示の程度
に応じ、次の３種類に分類される。（ＮＴＴ東日本・西日本資料による）

（１）事業者ごとに個別に開示している情報（個別開示）

（２）全ての接続事業者（接続約款が適用されず個別のＮＤＡを締結する事業者等を含む。）に共通して開示される情報（「共通開示」）

（３）一般公表している情報

 接続関連法令では、接続約款・会計及び網機能提供計画のほか、情報開示告示（※）により、一定の情報の開示を義務付
けているが、一般公表すべき範囲までは規定していない。

※ 平成13年総務省第395号（電気通信事業法施行規則第23条の４第３項の規定に基づく情報の開示に関する件）。指定設備約款に記載すべき接続手続（他事業
者が接続請求等を行う場合の手続）の一部として必要な情報の開示を受ける手続があり、その具体的な開示情報の範囲・開示方法について定めるもの。

 総務省から文書の要請等によっても、一定の情報の開示又は一般公表を求めてきているが、一般公表まで求める範囲や一
般公表まで求めることの是非については、特段の明確な判断基準が存在しない。

 上記の各種情報のうち個別開示及び共通開示の対象情報は、接続に係る事業者間の守秘義務（ＮＤＡ）により、一般公表等
が行われないことが担保されているが、ＮＤＡの在り方について直接規範を定める法令等の規定や要請等は、存在しない。

 ただし、認可された接続約款（第４７条）においては、ＮＤＡとして、接続にあたり相互に知り得た当事者の技術上、経営上及
びその他一般に公表していない事項に関する秘密を遵守し、目的外に使用しないこととする旨の定めが置かれている。同条
の定めにおいては、①法令上必要とされる場合、②相手方の書面による同意を得た場合、③主務官庁より報告を要請された
場合等は例外とされる。

接続に関する情報の取扱い （現状①）

出典：接続料の算定に関する研究会第３次報告書案骨子（令和元年６月２８日）
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①ＮＴＴ東西以外の当事者
接続協定締結済みの
電気通信事業者

②対象情報
接続にあたり相互に知り得た当事者の技術上、経営上及びその他一般に公表してい
ない事項に関する秘密
（以下単に「秘密」という。）

③対象情報の表示方法 定めなし

④主な守秘義務の内容 秘密を厳守し、目的外に使用しないこと

⑤第三者への開示ができる場合
法令上必要とされる場合、相手方の書面による同意を得た場合、主務官庁より報告を
要請された場合 等

⑥明定された契約解除方法
（本条項のみ適用停止することはできない）
（接続協定全体の解除は１年前までに書面で通知（第44条））

接続約款のＮＤＡ条項（第47条）の概要



38接続に関する情報の取扱い （現状②）

出典：接続料の算定に関する研究会第３次報告書案骨子（令和元年６月28日）

開示・公表対象の区分 具体的な事例 省令上の根拠の例 ＮＤＡ

個別開示

・事業者との協議等

・事業者間協議資料や協議議事録
・事前調査回答

等

－ 対象

共通開示

・情報WEBステーション
（他事業者限定情報）

・接続約款に基づく情報照会
手続

・コロケーション及びDSL回線等に関する情報（収容局
ビル住所、コロケーションの場所の空き情報等）
・光ファイバ設備に関する情報（加入者光ファイバ設備
収容状況、中継光ファイバ提供可能区間等）
・PPPoE及びIPoE接続に関する情報（網終端装置・
GWR設置ビル住所）

等

・事業法施行規則
・情報開示告示

一般公表

・接続約款
・相互接続ガイドブック
・情報WEBステーション
（他事業者限定情報以外）

・約款各条項（接続条件等）、網使用料料金額、申込様
式
・接続料金等の算定根拠資料等
・接続会計報告書
・接続会計整理手順書
・網機能提供計画情報
・相互接続約款に基づく手順の解説

等

・事業法（第33条第２項）
・事業法施行規則
・接続料規則（第４条）
・情報開示告示

対象外

※

※公知の情報や事前に当事者間で情報開示に関する同意があれば公表可能



39接続に関する情報の取扱い （今後の一般公表等の在り方）
1. 第一種指定電気通信設備との接続に関する情報は、接続料・接続条件の公平性・透明性・接続の迅速性等を担保

するという電気通信事業法の趣旨に鑑み、できる限り広く共有されるべきことが重要である。
2. しかしながら、個別の協議において交換される個別の事業者のみに関係する非公表の情報など一般公表した場合

には接続の当事者である各事業者の正当な利益を害するおそれがあると考えられる情報や、相互接続点の設置場
所の具体的住所など公共の安全等に支障を及ぼすおそれがあると考えられる情報も存在するため、一律に全ての
情報の一般公表や開示が行われることは適当ではなく、それぞれの情報の取扱方法は、まずは、その情報の性質
及びそれを取り巻く状況（関係の法令・要請等を含む。）に照らして、その情報の取扱者により、適切に判断さ
れることが重要である。

3. この点、多くの情報を取り扱うＮＴＴ東日本・西日本は、ホームページ等を用いて、ＮＤＡを締結している事業
者向けの共通開示及び一部情報の一般公開を実施しているところ、これらの取組は法令や総務省の文書による要
請に基づいて行われているものもあるが、自主的に行われているものもあり、その点は評価されると考えられる。

4. 一方で、このうち共通開示により開示された情報は、ＮＤＡを締結している事業者間では検討のため互いに共有
することができるものの、ある事業者がＮＤＡを締結しているかどうかは通常は当該事業者（及びＮＴＴ東日
本・西日本）しか知り得ないことから、他事業者との共有が困難な場合もあると想定される。また、ＮＤＡを締
結していない事業者における検討やオープンな場での政策検討においては、そうした情報を利用することができ
ないという現状がある。

5. 例えば、多数のＩＳＰ及び利用者に関係する接続条件である網終端装置の増設基準については、現状では共通開
示によりＮＴＴ東日本・西日本から情報提供が行われており、それに加え総務省から本研究会資料等の形式で概
要を一般公表している状態であるが、仮にこれらの情報が以前から一覧性のある形で一般公表されていれば、例
えば、ＮＤＡの締結状況にかかわらず多様な事業者間で広く検討を行うことや、混雑の影響を受ける利用者など
事業者以外からも指摘を受けることを通じて、課題がより早期に明らかとなり政策検討がより迅速に進んだもの
と考えられる。

6. 以上の考察に鑑みると、今後は、各事業者・団体の要望・意見等を踏まえつつ、少なくとも、多数の事業者に一
律に適用される接続料・接続条件に関する情報であって政策検討のため広く共有する必要性があると考えられる
ものは、公共の安全等に関する懸念がある場合を除き、一般公表する方向で対応が進められるべきである。

7. 今後は、こうした考え方に基づき適切な範囲の情報が一般公表されていくことを確保するため、一般公表すべき
情報の範囲について関係事業者・団体の間で意見の相違があった場合や政策検討上の必要が生じて新たな情報を
一般公表すべき事態に至った場合等における総務省の基本的対応方法について、総務省においてあらかじめ検討
し明らかにしておくことも、１つの選択肢と考えられる。

出典：接続料の算定に関する研究会第３次報告書案骨子（令和元年６月２８日）
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スタックテスト不適合

不当競争性あり

不当な競争を引き起こさない
ことを示す論拠の提出

接続料又は利用者料金の変更
（接続料の変更はコストの範囲内）

両者の差分が２０％未満

問題なし

（例）
・対象サービスに競合する事業者が存在しない
・早期に事態の改善が見込まれる

・対象サービスの需要が減退し小さくなっているとともに
十分代替的な機能が別に存在する 等

スタックテストの実施

両者の差分が２０％以上（※２）

サービスごとに、利用者料金収入とそのサービス提供に
用いられる機能の接続料総額（※１）を比較

※１ 県間伝送路及び他社接続料も算入。
収容率は接続料算定に用いられる予測収容率。

※２ フレッツ光ネクストファミリータイプ
等のサービスメニューごとの比較に
ついては、利用者料金が接続料を
上回ること

「接続料と利用者料金の関係の検証に関する指針」（平成３０年２月２６日策定、平成３１年３月５日最終改定）

接続料と利用者料金の関係の検証（スタックテスト）の流れ
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NTT東日本 NTT西日本

（注） ○：スタックテストの要件を満たしていると認められるもの ×：スタックテストの要件を満たしていないと認められるもの

サービス
①利用者
料金収入

②接続料
総額相当

③差分
（（①－②）/①）

営業費相

当基準額

との比較

加入電話・ＩＳＤＮ 基本料 2,432億円 1,765億円
667億円
（27.4%）

○

（参考）
加入電話・ＩＳＤＮ 通話料
LRIC検証結果

196億円 126億円
70億円

（35.7%）
○

フレッツＡＤＳＬ 139億円 105億円
34億円
（24.5%）

○

フレッツ光ネクスト 4,566億円 2,073億円
2,493億円
（54.6%）

○

フレッツ光ライト 224億円 118億円
106億円
（47.3%）

○

ひかり電話

移動体着含む 1,219億円 217億円
1,002億円
（82.2%）

○

移動体着除く 1,044億円 136億円
908億円
（87.0%）

○

ビジネスイーサワイド 259億円 121億円
138億円
（53.3%）

○

サービス
①利用者
料金収入

②接続料
総額相当

③差分
（（①－②）/①）

営業費相

当基準額

との比較

加入電話・ＩＳＤＮ 基本料 2,430億円 1,737億円
693億円
（28.5%）

○

（参考）
加入電話・ＩＳＤＮ 通話料
LRIC検証結果

180億円 111億円
69億円

（38.3%）
○

フレッツＡＤＳＬ 156億円 150億円
6億円
（3.8%）

×

フレッツ光ネクスト 3,284億円 1,766億円
1,518億円
（46.2%）

○

フレッツ光ライト 150億円 97億円
53億円
（35.3%）

○

ひかり電話

移動体着含む 1,121億円 197億円
924億円
（82.4%）

○

移動体着除く 951億円 120億円
831億円
（87.4%）

○

ビジネスイーサワイド 230億円 118億円
112億円
（48.7%）

○

● 指針に基づき、ＮＴＴ東日本・西日本において接続料総額と利用者料金収入の水準を比較した結果、NTT西日本のフレッツADSL以外の検証対象
サービスでは、利用者料金収入と接続料総額の差分が営業費相当基準額（利用者料金収入の20％）を上回ったため、価格圧搾による不当な競争を
引き起こすものとは認められなかった。

● NTT西日本からのフレッツADSLについては、同社から示された価格圧搾による不当な競争を引き起こすものでないと考える論拠を踏まえると、利
用者料金収入と接続料総額の差分が基準値を下回った主な要因は、本検証区分における接続料総額の約８割を占める、地域IP網に係る接続料（特
別収容局ルータ接続ルーティング伝送機能・ATMインターフェース）の水準が高止まりしていることによるものであるが、接続事業者は当該機能を利用
せずに競争的にDSLサービスを提供していると考えられ、またブロードバンドサービスにおいて地域IP網の機能はNGNの機能により代替されていること
から、価格圧搾による不当な競争を引き起こすものとは認められなかった。
（なお、NTT東日本・西日本からは、昨年度、当該接続機能の新規利用受付を停止したい旨申請があり、認可している。）

● 加入電話・ＩＳＤＮ通話料については、ＬＲＩＣモデル適用方法の見直しに伴い、今回から指針の適用を除外し、「ＬＲＩＣ検証」を実施。

スタックテストの主な結果（令和元年度適用接続料）
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● 接続を前提としないネットワーク構築や接続事業者の意見が反映されないネットワーク構築がなされると円滑な接続が妨げられることから、
電気通信事業法では、次を内容とする「網機能提供計画」制度を規定。（平成９年（1997年）の接続ルール制度化※で導入）

 第一種指定電気通信設備を設置する事業者は、同設備の機能の変更又は追加の計画を総務大臣に届出。

 同事業者は、届け出た計画を公表。

 総務大臣は、円滑な接続に支障が生ずるおそれがあると認めるときは、届け出られた計画の変更を勧告することができる。

● ＩＰ網を構成するルータやＳＩＰサーバ等の設備（ルータ等）については、本制度の対象から除外されてきたが、現実には、ルータ等であっ
ても他事業者との円滑な接続が必ずしも実現されない場合があり、また今後は、固定電話網のＩＰ網への移行に向けて、ルータ等の設備
に様々な改造等が加えられることが想定されるところ、接続約款が定まってから他の事業者においてその対応作業に着手すると、実際に
接続を実現するまでに相当の期間を要し、円滑な接続を図る上で適当でないため、ルータ等を本制度の対象に追加するとともに、併せて、
約２０年前に制定された本制度の手続ルールについて合理化等を行った（平成31年総務省令第15号）。

対象範囲・手続ルールを
総務省令に委任

注） これらの機能であっても一部対象にならない場合がある

届出期限

● 届出期限については、原則を工事開始の「90日前」 （変更届出は原則40日前）としている。ただし、柔軟性確保のため、併せて次の各措置
を講じている。

・ 他事業者からの要望・意見も十分考慮して円滑な接続に支障が生ずるおそれがあると総務省が認めてその旨を理由と併せて届出事業者に通
知した場合は、届出日から「200日」までの範囲内で、工事開始日の後ろ倒しをしなければならない。

・ 意見の提出がなく、その他支障を生ずるおそれがないものとして承認を得た場合は、工事開始日の前倒しを可能とする。

公表方法
● インターネットの利用により即時に公表する。（ただし、公表が着実に行われたことを確認できるようにするため、総務省への届出事項に公表
ＵＲＬ等を含めている。）

意見受付
方法

● 本制度では、総務大臣は、円滑な接続に支障が生ずるおそれがあると認めるときは届け出られた計画の変更を勧告することができるが、総
務省においては勧告の要否の検討に当たって他事業者（届出をした事業者以外の事業者）の意見を勘案する必要がある。（200日の範囲内で
の後ろ倒し要否の判断に当たっても同様）

● これについて、円滑な接続の確保に向けて制度運用の一層の改善を図るため、届出をした事業者は、意見の受付状況（意見が提出された
場合はその内容及びそれに対する同事業者の考え方等）を総務省に報告すべき規定を設けている。

● 総務省は、報告内容を十分考慮するとともに、他事業者から直接意見の提出があった場合には、それも十分考慮することとしている。

電話網、専用線等の機能、ＩＰ網の機能

「網機能提供計画」制度

※電気通信事業法の一部を改正する法律（平成９年法律第97号）。平成９年11月17日施行。

対象範囲

手続ルール
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指定要件

接続関連
規制

規制根拠

都道府県ごとに
50％超のシェアを占める加入者回線を有すること

第一種指定電気通信設備制度（固定系）

NTT東日本・西日本を指定（1998年）

■接続約款（接続料・接続条件）の認可制

■接続会計の整理・公表義務

設備の不可欠性（ボトルネック性）

（※）その他、網機能提供計画の届出・公表義務

業務区域ごとに
10％超の端末シェアを占める伝送路設備を有すること

第二種指定電気通信設備制度（移動系）

NTTドコモ（2002年）、KDDI（2005年）、ソフトバンク（2012年）、沖縄セルラー
（2002年）を指定

■接続約款（接続料・接続条件）の届出制

■接続会計の整理・公表義務

電波の有限希少性により新規参入が困難な寡占的な市場において、相対的
に多数のシェアを占める者が有する接続協議における強い交渉力

接
続
料

算 定 検 証

適正原価＋適正利潤を超えない額
（電気通信事業法第34条3項2号）

接続料の算定方法
（第二種指定電気通信設備接続料規則（2016年5月））

算定根拠の総務大臣への提出
（電気通信事業法施行規則（2016年5月））

接続会計の整理・公表義務
（第二種指定電気通信設備接続会計規則（2011年3月））

算定/検証の仕組み

 相対的に多数のシェアを占める者が有する「接続協議における強い交渉力」に着目し、接続料等の公平性・
透明性、接続の迅速化等を担保する観点から非対称規制として設けられた制度。

 接続料算定の適正性向上の観点から、これまでに算定/検証の基本的枠組みが整備。

算定： 「適正原価＋適正利潤を超えない額」、「接続料の算定方法」

検証： 「算定根拠の総務大臣への提出」、「接続会計の整理・公表義務」

第二種指定電気通信設備制度
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アンバンドル機能

①音声伝送交換機能 ②データ伝送交換機能 ③MNP転送機能 ④SMS伝送交換機能

次の４つの機能について、接続料及び接続条件の設定が義務付けられている。

接続料の算定方法

接続料単価
需要

適正な原価 適正な利潤＋
≦

● 二種接続料規則において、原価、利潤及び需要の実績値に基づく「実績原価方式」による接続料算定方法について規定。

● 施行規則において、接続料算定の適正性を検証するための算定根拠の提出について規定。

● 法において、接続料は適正原価＋適正利潤を上限として設定する旨規定。

適正な利潤 ＝ 他人資本費用 ＋ 自己資本費用 ＋ 利益対応税

 二種指定制度における接続料は、法第34条第３項で「能率的な経営の下における適正な原価に適正な利潤
を加えたもの」が上限とされ、具体的な算定方法は、二種接続料規則及び施行規則で規定。

 接続料算定の適正性については、接続約款届出の後、接続料の算定根拠をもとに総務省で検証。

等

第二種指定電気通信設備制度における接続料算定方法
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２．ＦＴＴＨ等の卸売市場の動向

３．ＮＧＮ等の固定通信設備の利用形態

４．電気通信事業法全般

５．接続ルール及びその運用等

６．サービス卸に関するルール及びその運用等

１．ＦＴＴＨ等の小売市場の動向
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● NTT東日本・西日本が提供するサービス卸を含む、第一種指定電気通信設備又は第二種指定電気通信設

備を用いる卸電気通信役務の提供の業務について、事後届出を義務付け。届出に関して作成・取得した情報

を総務大臣が整理・公表。

（サービス卸に関する主な届出内容）

以下の者との契約について、卸電気通信役務の内容・料金等を届出
① NTT東日本・西日本の特定関係法人（５万回線以上の卸先事業者）
② 50万回線以上の卸先事業者
③ 移動通信事業者（MNO）

電気通信事業法に基づく事後届出 （平成28年５月21日施行。電気通信事業法第３８条の２、第３９条の２）

● ＮＴＴ東西は総務省からの要請を受け本ガイドラインを踏まえた対応状況を毎年度報告（内容非公表）

サービス卸ガイドライン※ （平成27年２月策定、令和元年５月最終改定）

※ 「NTT東西のFTTHアクセスサービス等の卸電気通信役務に係る電気通信事業法の適用に関するガイドライン」

（電気通信事業法上問題となり得る行為例）

・競争阻害的な料金の設定

 競争事業者を排除又は弱体化させるために適正なコストを下回る料金を設定すること。
 利用者に対する料金よりも高い料金を設定すること。

・提供手続・期間に係る不当な差別的取扱い
・卸先事業者からの競争阻害的な情報収集（事業計画等の合理的理由のない聴取等）
・情報の目的外利用（サービス卸の提供に関して知り得た卸先事業者の情報の目的外利用） 等

● サービス卸に関する電気通信事業法の適用関係を明確化し、同法上問題となり得るNTT東日本・西日本

又は卸先事業者の行為を整理・類型化して例示するガイドライン。

サービス卸に関する現行の規律・ガイドライン等



47サービス卸のＮＤＡ条項（料金等提供条件が非公表とされる契約上の根拠）

構成員限り



48サービス卸の届出契約内容の例（概略）

事 項 主な提供料金（税別）等

提供サービス 定額料金メニュー （平成２７年２月から提供） 二段階定額料金メニュー （平成２８年１月から提供）

提供料金

利用料金

（月額）

転用手続き費

工事費

提供条件

奨励金

【 例 ： ＩＰ通信網サービスに係る提供条件等 】

構成員限り
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主な届出項目 主な届出内容

提供卸電気通信役務の内容 FTTHアクセスサービス

提供卸電気通信役務に関する料金 定額メニュー及び二段階定額メニューの月額料金、転用手続き費
１の工事ごとの基本工事費等及び工事（契約者回線の移転）に関する費用の割引
フレッツ・ＡＤＳＬ等から光回線へ移行する際の初期費用の一部の割引

提供卸電気通信役務に関して、卸先電気通信事
業者に対して支払う金銭等

１回線当たりの奨励金

NTT東西及び卸先電気通信事業者の責任に関
する事項

【NTT東日本・西日本の責任】
・ 卸先電気通信事業者が所定の日までに書面で通知した場合に契約を解除する旨
【卸先電気通信事業者の責任】
・ NTT東日本・西日本が所定の日までに書面で通知した場合に契約を解除する旨、NTT東日本・西日本の承諾
を得ることなく提供卸電気通信役務を第三者に対しての卸電気通信役務として提供することの禁止、提供卸電
気通信役務を主として自己の用に供することの禁止、提供卸電気通信役務を利用したサービスの利用者に対し
てその契約解除を勧奨し、NTT東日本あるいはNTT西日本以外が提供するサービスへの乗り換えを故意に促進
することの禁止

NTT東西及び卸先電気通信事業者がその利用
者に対して負うべき責任に関する事項

【NTT東西が利用者に対して負うべき責任】
・ 電気通信設備の保守上・工事上やむを得ない場合等における、サービスの利用者への直接連絡等に関する
事項

【卸先電気通信事業者が利用者に対して負うべき責任】
・ サービスに対する改善要望、料金等に対する苦情・問い合わせ等には、卸先電気通信事業者が対応する旨

電気通信設備の設置の工事その他の工事に関
する費用の負担の方法

・ 転用時に契約者回線設置に係る工事費の分割支払いが未了の場合に残余期間の債務を卸先電気通信事
業者が引き継いでNTT東日本・西日本に支払う旨
・ 契約者回線設置工事費の割引を受けていた利用者が転用前のIP通信網サービスの提供開始から一定期間
内に解約した場合の解約料をNTT西日本に支払う旨、提供卸電気通信役務の対象でないIP通信網サービス契
約者回線の転用の場合における品目等変更及びそれに係る工事費支払いを行う旨（いずれもNTT西日本の
み）

①卸先電気通信事業者若しくはその利用者の権利若
しくは義務に重要な関係を有する提供卸電気通信役
務の提供条件又は②卸先電気通信事業者若しくはそ
の利用者の権利若しくは義務に重要な関係を有する
提供卸電気通信役務の提供の業務と併せて行う業
務の条件に関する事項があるときは、その事項

【①に係るもの】
・ 無線ＬＡＮ対応型ルータ機能付回線接続装置貸出サービス（NTT東日本のみ）、
音声利用IP通信網サービス、端末設備貸出サービス、フレッツ・テレビ伝送サービス

【②に係るもの】
・ リモートサポートサービス

有効期間を定めるときは、その期間 奨励金及び工事（契約者回線の移転）に関する費用の割引に係る有効期間
フレッツ・ＡＤＳＬ等から光回線へ移行する際の初期費用の割引に係る有効期間

電気通信事業法に基づく整理・公表の主な内容（サービス卸に係る届出内容の概要）
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１利用者当たりの
接続料水準（コスト）※1 卸料金（額面） 利用者料金水準※1

定
額

戸
建

ＮＴＴ東日本

ＮＴＴ西日本

集
合

ＮＴＴ東日本

ＮＴＴ西日本

二
段
階
定
額

戸
建

ＮＴＴ東日本

ＮＴＴ西日本

※1 「接続料と利用者料金の関係の検証に関する指針」による検証の結果に関する令和元年６月24日付けＮＴＴ東日本・西日本報告に基づく数値。
接続料水準は、令和元年度の適用接続料（申請中）及び当該接続料額の設定の前提である予測収容数を用いて算定されたもの。
利用者料金水準は、原則割引を考慮して算定されたもの。
定額・戸建の接続料水準は、フレッツ光ネクスト・ファミリータイプの提供を想定した場合の値。
二段階定額・戸建の接続料水準は、フレッツ光ライト・ファミリータイプの提供を想定した場合の値。

サービス卸の料金に関する現行の検証

構成員限り
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● サービス卸については、その料金その他の提供条件の適正性及び公平性を確保する観点等から、NTT東西は、電気通信

事業法（昭和59年法律第86号）により届出対象事業者（※１）との間の契約内容について届出を行うことが義務づけられている

とともに、「ＮＴＴ東西のＦＴＴＨアクセスサービス等の卸電気通信役務に係る電気通信事業法の適用に関するガイドライン」

（サービス卸ガイドライン）を踏まえた対応状況について総務省に報告することが要請されている。

● 総務省において、平成30年度の市場検証に関する年次計画に基づき、NTT東西からの届出、報告等により料金その他の提

供条件について適正性・公平性の観点から確認を行ったところ、ＮＴＴ東日本において平成30年２月に発覚した「情報の目的外

利用」の事案を除き、サービス卸ガイドラインとの関係で問題となるような事実は確認されなかった。

具体的観点 確認結果

ＮＴＴ東西におけるサービス卸ガイドライン
等を踏まえた対応の適正性

・ サービス卸ガイドラインを踏まえた対応について、ＮＴＴ東日本において平成30年２月に発覚した「情報
の目的外利用」の事案を除き、電気通信事業法上問題となり得る行為に該当する事実は確認されな
かった。

・ また、「電気通信事業分野における市場検証に関する年次計画（平成30年度）」に基づく固定系通信に
関する業務の状況等に関する調査を行ったところ、ＮＴＴ東日本において平成30年２月に発覚した事案
を除き、ＮＴＴ東西が電気通信事業法上問題となる行為を行っているとの指摘はなかった。

ＮＴＴ東日本・西日本の各卸先事業者に対
する取扱いの公平性（届出内容により確
認できる範囲）

・前回の報告以後、NTT東西から届出された各届出対象事業者との間の契約内容（届出契約内容）（※２）

間の相違点を確認した。
※２ 電気通信事業法施行規則第２５条の５の規定により提出された届出書、契約書その他の書面

※ １ 電気通信事業法施行規則（昭和６０年郵政省令第２５号）第２５条の７に規定する以下のいずれかの基準に該当する卸先事業者。

① ＮＴＴ東西の特定関係法人であって、ＮＴＴ東西から提供を受けるＦＴＴＨアクセスサービスに用いられる固定端末系伝送路設備の電気通信回線の数が ５万以上の電気通信事業者

② ＮＴＴ東西から提供を受けるＦＴＴＨアクセスサービスに用いられる固定端末系伝送路設備の電気通信回線の数が５０万以上の電気通信事業者

③ その一端が特定移動端末設備と接続される伝送路設備を設置する電気通信事業者（移動通信事業者）
構成員限り

サービス卸の料金その他の提供条件の確認について
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【平成29年度の確認結果 概要】

① NTT西日本における利用者料金と卸料金の関係に関する調査
・調査開始後、ＮＴＴ西日本において利用者料金・卸料金の双方を見直し。見直し後は、利用者料金水準と卸料金水準の関係
に逆転現象は認められず、両者の接近がみられる場合も限定的。

・総務省からNTT西日本に対し、今回の検証結果を情報提供し、今後とも価格圧搾による不当な競争が引き起こされないよう、
卸料金水準と利用者料金水準の関係について状況把握を行っていくことが適当とした。

② MNO（NTTドコモ、ソフトバンク）のセット割に関する調査
・調査の結果、割引後の小売料金と卸料金との関係については、直ちに問題とは認められなかった。
・NTTドコモのセット割引の広告表示について、不当な競争を生じさせるおそれのある不適切なものがあったと認められたため、
業務運営の適正性確保の観点から、NTTドコモに対し、再発防止等のための措置を講じるよう行政指導を実施（平成30年6月8日

付け）。

（参考）

○電気通信事業法（昭和59年法律第86号）（抄）
（業務の改善命令）

第二十九条 総務大臣は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、電気通信事業者に対し、利用者の利益又
は公共の利益を確保するために必要な限度において、業務の方法の改善その他の措置をとるべきことを命ずること
ができる。
五 電気通信事業者が提供する電気通信役務に関する料金その他の提供条件が他の電気通信事業者との間に不当な

競争を引き起こすものであり、その他社会的経済的事情に照らして著しく不適当であるため、利用者の利益を阻
害しているとき。

サービス卸に関するより詳細な市場検証の例

● 市場検証に関する年次計画（平成29年度）に基づいて、①NTT西日本における利用者料金と卸料金の関係が不当な競争を
引き起こすものとなっていないか及び②MNO（NTTドコモ、ソフトバンク）がNTT東西のサービス卸の提供を受けることにより提供
しているFTTHサービスと移動系通信サービスとのセット割引が不当な競争を引き起こすものとなっていないかについて、詳細な
確認を行った。
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事業者アンケートより抜粋（2019年3月実施）

サービス卸の料金の値下げ又は適正性確保を求める意見①
構成員限り



54サービス卸の料金の値下げ又は適正性確保を求める意見②
事業者アンケートより抜粋（2018年2月実施） 構成員限り



55サービス卸の卸料金と接続料水準の比較及び推移 （ＮＴＴ東日本） （戸建）

①サービス卸の卸料金（戸建・額面）・②接続料相当額（フレッツ光ネクストファミリータイプの分岐端末回線及びNGNも含めた

場合の１ユーザー当たりのコスト）の推移

構成員限り

＊ 「接続料相当額」について、2017年度と2018年度においては、一部算定方法の見直しを実施。



56サービス卸の卸料金と接続料水準の比較及び推移 （ＮＴＴ東日本） （集合）

①サービス卸の卸料金（集合・額面）・②接続料相当額（NGNも含めた場合の１ユーザー当たりのコスト）の推移

構成員限り

＊ 「接続料相当額」については、フレッツ光ネクスト及びフレッツ光ライトのマンションタイプにおけるプラン毎のNGNも含めた場合の１ユーザ当たりのコストを各プランのユーザ構成比
で加重平均した値。2017年度と2018年度においては、一部算定方法の見直しを実施。



57サービス卸の卸料金と接続料水準の比較及び推移 （ＮＴＴ西日本） （戸建）

①サービス卸の卸料金（戸建・額面）・②接続料相当額（フレッツ光ネクストファミリータイプの分岐端末回線及びNGNも含めた

場合の１ユーザー当たりのコスト）の推移

構成員限り

＊ 「接続料相当額」について、2017年度と2018年度においては、一部算定方法の見直しを実施。



58サービス卸の卸料金と接続料水準の比較及び推移 （ＮＴＴ西日本） （集合）

①サービス卸の卸料金（集合・額面）・②接続料相当額（NGNも含めた場合の１ユーザー当たりのコスト）の推移

構成員限り

＊ 「接続料相当額」については、フレッツ光ネクスト及びフレッツ光ライトのマンションタイプにおけるプラン毎のNGNも含めた場合の１ユーザ当たりのコストを各プランのユーザ構成比
で加重平均した値。2017年度と2018年度においては、一部算定方法の見直しを実施。
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フレキシブルファイバの概要

光提供エリア内 光提供エリア外

卸役務による「フレキシブルファイバ」の提供

● フレキシブルファイバとは、ＮＴＴ東日本・西日本から携帯電話事業者等に対し提供される、既存設備が存在しないエリア（光
未提供エリア）等において、個別設備を設置し、既存設備区間の設備と組み合わせて伝送路設備等を提供するサービス。提供
形態は、これまで、卸電気通信役務のみであり、相互接続での提供は受け付けていない。

● フレキシブルファイバについては、省令（電気通信事業報告規則）に基づく固定端末系伝送路設備に関する定期報告について報告内容の正確性
を期すよう総務省から報告義務対象事業者に対して一斉に行われた要請を受け精査した際に、 NTT東日本・西日本から、 フレキシブルファイバ提
供に用いる伝送路設備を固定端末系伝送路設備、すなわち第一種指定電気通信設備として取り扱うべきことが判明したとの報告があった。

（固定端末系伝送路設備は、指定告示（平成13年総務省告示第243号）により、第一種指定電気通信設備に指定されている。）

● NTT東日本・西日本は、同報告において、フレキシブルファイバは、既存設備が存在しないエリア（光未提供エリア）において利用事業者の要望に
基づき当該利用事業者の代わりに新たに設備を構築するものであり、卸電気通信役務による提供を前提にその提供条件を定めていることから相互
接続による提供は困難としており、加入光ファイバに係る接続料の再算定に当たって、フレキシブルファイバに係る費用を接続料原価から除くととも
に接続料を設定しない内容の再申請が行われた。（特例許可を申請）
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主な意見（上段）・再意見（下段） 考え方

●NTT西日本が、自らが選択した一部の事業者に限定して、個別に「接
続事業者が網終端装置の費用を全額負担するメニュー」を提示していた
ことは、公平性・透明性・適正性の観点で極めて問題。当該メニューが今
になって約款化されようとしていることの検証が必要。

○ 第一種指定電気通信設備を用いた卸電気通信
役務の提供については、総務大臣の認可に係らし
められず、相対での提供条件の提示等も排除され
ていないが、不当な差別的取扱い等は禁止されて
いる。

○ 意見により透明性、公平性等の観点から指摘が
されている卸電気通信役務による自由増設メ
ニューについては、NTT西日本において、接続事業
者・関係団体に周知するなど、既に改善に向けた
取組が行われたところであるが、再度同様の問題
が生じることを防ぐため、総務省において、関門系
ルータに係る卸電気通信役務についての適切な情
報開示（具体的な提供条件や提供可否の回答が
円滑に行われるための手続の開示を含む。）が行
われるよう、NTT東日本・西日本に求めることが適
当である。

意見提出者：ＥｄｉｔＮｅｔ、JAIPA地域ＩＳＰ部会、エヌディエス、サンライズシ
ステムズ、マンダラネット

（１）■当該メニューはユーザサービスを事業者に提供するものであり、
法令上も相対提供が認められているものであることから広く周知を行っ
ていなかったもの。今後も利用を希望される事業者には現在利用してい
る事業者と同条件で提供を行っていく考え。

（２）●意見に賛同。

再意見提出者：NTT西日本、JAIPA地域ＩＳＰ部会、ＩＳＰ13者、特定非営利
活動法人地域間高速ネットワーク機構、ＥｄｉｔＮｅｔ

■：NTT東日本・西日本の意見 ●：NTT東日本・西日本以外の事業者・団体からの意見

卸役務による網終端装置（関門系ルータ）の提供

⇒総務省からＮＴＴ東日本・西日本に以下の対応を要請（平成30年３月23日付け総基料第64号）

貴社が関門系ルータの増設（※２）を可能とする卸電気通信役務を提供する場合には、当該役務を提供する旨及び
その具体的な提供条件や提供可否に関する回答が円滑に行われるための手続に関する情報を、同種の関門系ルータ
の接続料及び接続条件に関する情報に併せて、接続事業者・関係団体に対し開示すること。

※２ 回線容量の拡大を含む。

●情報通信行政・郵政行政審議会答申（平成30年３月23日）抜粋
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